警備員指導教育責任者講習教本(基本編)
【 指 導 者 用 】

補　　　遺
令和元年８月３０日「警備業法施行規則の一部改正」等により、次の
ように改正されましたので該当箇所を訂正してご使用ください。
※頁・行は、「平成24年8月8日／２版発行」のものです。
	頁
	行
	旧
	新

	11
	10
	ア　成年被後見人等　（第１号）
認知症、知的障害、精神障害などの理由
で判断能力の不十分な人は、不動産や預貯
金などの財産を管理したり、身の回りの世
話のために介護などのサービスや施設への
入所に関する契約を結んだり、遺産分割の
協議をしたりする必要があっても、自分で
これらのことを適確に行うのが難しい場合
がある。また、自分に不利益な契約であっ
ても適正な判断ができずに契約を結んでし
まい、悪徳商法の被害に遭うおそれもある。
このような判断能力の不十分な人を保護
し、支援するのが成年後見制度である。
(詳細は、右記ホームページ参照)
時間があれば「破産者で復権を得ないも
の」について説明をする。
最近は……
	ア　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  　(第１号）
　　「破産手続開始の決定を受けて復権を得
ない者」について説明をする。
最近は……

	26
	5
	……とも禁じられている（職業安定法第４４条、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律第４条第1項第３号）。
	……とも禁じられている（職業安定法第４４条、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第４条第1項第３号）。

	157
	表
	［別添］教育時間数一覧表
　　　教育時間数一覧表　（P157～158 削除）
	別紙　警備員教育の時間数一覧表 



※（成年後見制度の欠格条項を削除する法案が令和元年１２月１４日施行となる。）
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